
中小企業者等影響調査アンケート

総回答件数

実施期間

184

令和3年10月1日～12月31日

資料４



1.調査目的

2.調査期間
令和3年10月1日から12月31日まで

3.調査対象
岩国市内に本社または事業所を設置する中小企業者等

4.調査方法
Googleフォームを使用したオンラインアンケートによる回答方式

5.周知方法
ⅰ　会議所、商工会の会報による周知
ⅱ　商工会指導員による事業者への紹介
ⅲ　岩国市公式LINEアカウントからの配信
ⅳ　岩国市商工振興課メールマガジンによる周知
ⅴ　市職員の事業者訪問による回答依頼

中小企業者等影響調査アンケート　調査概要

市内事業者（中小企業者等）における新型コロナウイルス感染症の影響及びその対

策等の把握
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184件 回答

旧岩国市 112

旧由宇町 10

旧玖珂町 4

旧周東町 11

旧美和町 12

旧美川町 6

旧本郷村 5

旧錦町 24

総計 184

184件 回答

農業 3

建設業　※土木業 10

建設業　※土木業以外20

製造業 18

水道業 1

情報通信業 1

運輸、郵便業 8

卸売業 5

小売業 23

金融・保険業 6

不動産業、物品賃貸業9

専門・技術サＩビス業12

宿泊業 4

飲食サＩビス業 27

洗濯・理容・美容・浴場業22

その他の生活関連サＩビス業2

娯楽業 3

教育・学習支援 2

医療・福祉 3

その他の事業サＩビス業2

サＩビス業　※他に分類されないもの3

総計 184

設問1　事業所の所在地を選択してください。（該当するもの1つにチェック）

問1　184件回答

設問2　貴事業所の業種を主なもの1つお選びください。（該当するもの1つにチェック）

問2　184件 回答
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184件 回答

法人 97

個人事業主 87

その他 0

総計 185

97件 回答

49

29

13

1

5

87

総計 184

184件 回答

116

28

9

8

11

8

2

1

1

総計 184

300人以上

200人から299人

1億円以上

未回答

設問5　従業員数（正社員のみ）を選択してください。（該当するもの1つにチェック）

問5　184件回答

5人未満

5人から9人

10人から19人

20人から29人

30人から49人

50人から99人

100人から199人

5000万円以上から1億円未満

設問3　事業形態を選択してください。（該当するもの1つにチェック）

問3　184件回答

設問4　資本金を選択してください。（該当するもの1つにチェック）

問4　97件回答

1000万円未満

1000万円以上から3000万円未満

3000万円以上から5000万円未満

法人

97
53%

個人事業主

87
47%

事業形態
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5000万円以上から1億円未満

1億円以上

未回答
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従業員数（正社員のみ）

1000万円未満

49
26.6%

1000万円以上から3000万円未

満

29
15.8%

3000万円以上から5000万円未満

13
7.1%

5000万円以上から1億円未満

1
0.5%

1億円以上

5
2.7%

未回答

87
47.3%

5人未満

116
63.0%

5人から9人

28
15.2%

10人から19人

9
4.9%

20人から29人

8
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11
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8
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2
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1
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1
0.5%
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184件 回答

大幅に黒字 5

やや黒字 59

ほぼゼロ 43

やや赤字 37

大幅に赤字 40

総計 184

184件 回答

30

47

19

32

6

22

16

12

総計 184

178件 回答

問8　178件回答（複数回答可）

来店客数・受注数の減少100

販売単価・受注単価の下落18

商品・原材料等（国内）の仕入の停滞11

商品・原材料等（国外）の仕入の停滞8

外国人労働者（技能実習生を含む）の確保難2

営業時間・営業日の短縮25

受注事業の延期 16

その他 15

未回答 50

総計 245

分からない

設問8　売上減の理由についてお選びください。（複数回答可）

現在は影響ないが、今後マイナスの影響が見込まれる

設問6　直近の年間採算についてお選びください。（該当するもの1つにチェック）

問6　184件回答

設問7　コロナ拡大前の一昨年（令和元年）比の年間売上への影響についてお選びください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（該当するもの1つにチェック）

問7　184件回答

減少した（約50％以上）

減少した（約30％以上）

減少した（約20％以上）

減少した（約20％未満）

増加した

影響はない
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減少した（約50％以上）

減少した（約30％以上）

減少した（約20％以上）

減少した（約20％未満）

増加した

影響はない

現在は影響ないが、今後マイナスの影響が見込まれる

分からない

コロナ拡大前の一昨年（令和元年）比の年間売上への影響

100

18

11

8

2

25
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50
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来店客数・受注数の減少

販売単価・受注単価の下落

商品・原材料等（国内）の仕入の停滞

商品・原材料等（国外）の仕入の停滞

外国人労働者（技能実習生を含む）の確保難

営業時間・営業日の短縮

受注事業の延期

その他

未回答

売 上 減 の 理 由

大幅に黒字

5
2.7%

やや黒字

59
32.1%

ほぼゼロ

43
23.4%

やや赤字

37
20.1%

大幅に赤字

40
21.7%
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６件 回答

問9　6件回答（複数回答可）

コロナウイルス感染症に伴う需要の増加や臨時的な増加0

コロナウイルス感染症以外の原因による需要の増加2

新規事業や既存事業の改善を図ったため2

新規事業（店舗）の立ち上げのため2

不明 0

その他 1

総計 7

184件 回答

公的支援(給付金・補助金等)の活用94

雇用従業員数・役員数の削減8

金融機関等からの資金調達43

営業活動・打合せのオンライン化41

設備投資計画の延期・縮小23

BCP（事業継続計画）の整備・見直し10

既存商品・サービスの提供方法見直し45

新たな商品・サービスの開発53

販売拠点の縮小・一時閉鎖5

事業自体の休廃業 4

ウィズコロナに対応した設備投資33

経営相談の利用 18

対策していない・対策が分からない27

その他 5

184件 回答

公的支援(給付金・補助金等)の活用91

雇用従業員数・役員数の削減7

金融機関等からの資金調達28

営業活動・打合せのオンライン化29

設備投資計画の延期・縮小11

BCP（事業継続計画）の整備・見直し19

既存商品・サービスの提供方法見直し49

新たな商品・サービスの開発69

販売拠点の縮小・一時閉鎖7

事業自体の休廃業 6

ウィズコロナに対応した設備投資38

経営相談の利用 21

対策していない・対策が分からない33

その他 2

設問9　問7の売上増の理由についてお選びください。（複数回答可）

設問10　貴事業所が「現在」取り組まれている対策についてお選びください。（複数回答可）

設問11　貴事業所が「今後」取り組む予定の対策についてお選びください。（複数回答可）
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94

8

43

41

23

10

45

53

5

4

33

18

27

5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

公的支援(給付金・補助金等)の活用

雇用従業員数・役員数の削減

金融機関等からの資金調達

営業活動・打合せのオンライン化

設備投資計画の延期・縮小
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既存商品・サービスの提供方法見直し

新たな商品・サービスの開発

販売拠点の縮小・一時閉鎖

事業自体の休廃業

ウィズコロナに対応した設備投資

経営相談の利用

対策していない・対策が分からない

その他

「現在」取り組まれている対策
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既存商品・サービスの提供方法見直し

新たな商品・サービスの開発

販売拠点の縮小・一時閉鎖

事業自体の休廃業

ウィズコロナに対応した設備投資

経営相談の利用

対策していない・対策が分からない

その他

「今後」取り組む予定の対策
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184件 回答

国の持続化給付金（個人事業主用・法人用）111

国の家賃支援給付金26

その他給付金（県・市）※申請することにより現金給付を受けるもの（補助金ではない）59

新型コロナウイルス関係の融資（実質無担保・無利息融資）51

新型コロナウイルス関係の融資（その他の融資）12

返済繰延、借入条件変更等10

雇用調整助成金 19

GoToキャンペーン24

業態変更や設備投資にかかる補助金14

新型コロナウイルス対策（空気清浄機や非接触式体温計など）に対する補助金（県・市）31

新型コロナウイルス対策（空気清浄機や非接触式体温計など）に対する補助金（国）11

固定資産税特例（減免）10

税金などの支払い猶予5

利用した支援制度なし45

その他 2

184件 回答

コロナ感染症拡大による売上減107

コロナ以外の要因による売上減46

仕入れ・外注等コストの上昇59

同業者間の競争激化39

人手不足 50

人件費の上昇 41

取引先からの値下げ要求14

その他 12

設問13　現在抱えている経営課題について、選択してください。 （複数回答可）

設問12　現在までに利用されている各種支援制度についてお答えください。（複数回答可）

111

26
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14
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11

10

5

45
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国の持続化給付金（個人事業主用・法人用）

国の家賃支援給付金

その他給付金（県・市）※申請することにより現金給付を受けるもの（補助金では

ない）

新型コロナウイルス関係の融資（実質無担保・無利息融資）

新型コロナウイルス関係の融資（その他の融資）

返済繰延、借入条件変更等

雇用調整助成金

GoToキャンペーン

業態変更や設備投資にかかる補助金

新型コロナウイルス対策（空気清浄機や非接触式体温計など）に対する補助金

（県・市）

新型コロナウイルス対策（空気清浄機や非接触式体温計など）に対する補助金

（国）

固定資産税特例（減免）

税金などの支払い猶予

利用した支援制度なし

その他

利用されている各種支援制度

107

46

59

39

50

41

14

12
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コロナ感染症拡大による売上減

コロナ以外の要因による売上減

仕入れ・外注等コストの上昇

同業者間の競争激化

人手不足

人件費の上昇

取引先からの値下げ要求

その他

現在抱えている経営課題
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184件 回答

給付金（個人・法人に対する）115

設備投資に対する補助金74

家賃補助金 25

コロナ感染対策に対する補助金50

キャッシュレス化に対する補助金21

低利融資（又は無利息融資）47

消費喚起対策（プレミアム付き商品券など）41

税金などの支払い猶予又は減免51

その他 6

184件 回答

資金繰りの悪化 40

来客の減少 81

取引先の減少 27

受注・売り上げの減少81

販売商品・原材料等の仕入の停滞13

感染予防対策に伴うコスト増17

家賃など固定費の負担11

人材不足 51

設備等の老朽化 32

事業承継 8

ＤＸ化 9

税金などの支払い 18

その他 5

設問14　今後期待される新型コロナウイルス感染症に対する支援策は何ですか。（複数選択可）

設問15　現在最も困っていることを３つ以内で選択してください。 （複数回答可）
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給付金（個人・法人に対する）

設備投資に対する補助金

家賃補助金

コロナ感染対策に対する補助金

キャッシュレス化に対する補助金

低利融資（又は無利息融資）

消費喚起対策（プレミアム付き商品券など）

税金などの支払い猶予又は減免

その他

今後期待される支援策
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資金繰りの悪化

来客の減少

取引先の減少

受注・売り上げの減少

販売商品・原材料等の仕入の停滞

感染予防対策に伴うコスト増

家賃など固定費の負担

人材不足

設備等の老朽化

事業承継

ＤＸ化

税金などの支払い

その他

現在最も困っていること
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